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　In　an　effort　to　systematize 　the　consumer 　education ．　the　authors 　sought 　to　obtain　a　general　picture
Qf　the　consumer 　educatiQn 　as 　imaged 　by　those 　in　charge 　of 　consumer 　consultation 　at　respective 　enter −

prises，　Method ；1n　order 亘o　investigate　the　consumer 　educ 氤tion　key　words ，　a　questionnaire　was 　sen 匸 to

657mcmbers 　of　the　Association　of 　Consumer　Affairs　Specialists．　The 　responses 　were 　analyzed 　by　KJ
method ，　and 　notable 　was 亡he　fact　thaビ responsibility

”
was 　ranked 　high　in　the　lisω f　key　words ．　The

word 　responsibility 　is　at　the 　center 　of 　the 　general　picture　drawn　on 　the　basis　of 　ACAP 　investigation．
Surrounding　the　maximum 　con 〔ep しof

」’
responsibilit ジ are 　eight 　elements 　of

“
judgement．

旧」
products

knowledge∴
“
manifestarion ，

”」
contrac し

1’“’
claims 　and 　obllgations ，

旧鹽
safety∴

“
environmen し

”
and

」唱
deal−

ing　with 　comp 且aints ．
”
Branching 　out 　from　respectlvc 　elements 　are 　the　low　rankhlg 　concepts ．　For　exam −

ple，　two 　key　words 　of
騒
consume ビ and

“
enterprise

「冒
are 　arranged 　under

“
dealing　wlth 　complaints ！

’
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　 1．緒　　言

　近年，消費者問題 は増加を続け，そ の 内容も多様化 ・

複雑化 して い る，電子商取引 を は じ め とす る 経済 の 国

際化が 進展 して い る もの の 国際経済社会の ル ー
ル 作 り，

シ ス テ ム 作 りは十分で は ない ．消費者問題 を予防す る

ル ー
ル 作 り，解決 ・救済す る ル

ー
ル 作 りは と もに後追

い にな りが ちで あ るため，消費者の 自己決定 ・自己責

任 能力 が 求 め ら れ て い る．規制緩和 で 消費選択幅 が 広

が る 反面，主体的行動の と れ る 白立 した消費者と して ，

情報収 集能力，情報編集能力が こ れ まで 以 上 に求め ら

れ て い る ．そ の 意味 で ，消費者教育 の 役割 が 重要 と な

る だ け で な く，新 た な消費者教育 の 体系が 示さ れ る 必

要 が あ る．

　平成 10年文部省告示小 学校
／， ・中学校学習指導要

領
2／

及 び 平 成 11 年 文部省 告 示高等学校学習 指導要

領
2 ．

で は ，「総合 的な学習の時間」 の 新設 に伴 い ，従

来か ら消費者教育 を担 っ て きた家庭，技術
・
家庭，社

会，公民 な ど教科全般 の 授 業時数が低減 されただけで

な く，各学校 の 授業 1単位時間や時間割の弾力的編成

が 認容 された．そ の ため に，「総 合的な学習の 時間」

に おけ る 消費者教育 の 充実や 教 育課稈 の ス リ ム 化 を視

野 に入れつ つ 消 費者教育体系の 円構築を図 る こ とが必

要 と な る．

　 こ れ ま で 筆者 ら は ，消費者教育の 体系化研究 の 環

と して ，消費者教育 の 専門家 で あ る □ 本消費者教育学

会関東支部会員 に 対す る 消費者教育 キ
ー

ワ
ー

ド調査 を
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表 1．有効 回答者の 業態別人数

業 態 入 数 （％）

”

姻

四

記

鋪

鎗

”

oユ

論

跚

 

％

齢

脳

2
　

1
　

　

　

　

　

　

　

　

　

1
　

1

654977380504464
　

2
　

1
　

　

　

　

　

　

2
　

1
　
1

品

学

機

料

器

器

他

　

　

舌

　

　

　

鍍
離

み

幅

食

化

電

繍

輸

精

そ

ト

撒

崩

漸

業

轍

　

霧
論

騒
十
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口 178　（100，0）

手がか りに，消費者教育 の 全体像を捉えた
4 ）．

　本稿の 目的は，企業 の 消費者相談業務者が描 く消費

者教育の 全体像を捉え，消費者教育専 門家に よ る消費

者教育 キ ー
ワ
ード調査 （以下，消費者教育専門家調査

と略す）を比較
・検討の 主 た る資料 としなが ら，消費

者教育概念 の 体系化へ の 示唆を得る こ とに あ る ．

　2．方 　　法

　ω　調査対象者及 び 調査方法

　  消費者関連専門家会議 （ACAP ） 正 会員で 企業

の 消費者相談業務 （お客様相談室）部署所属者 524 名

と，元正会員 で 企業の 消費者相談業務以外 の 部署所属

者または退職 者 133名 の 計 657名を対象と して，ア ン

ケ ー ト調査 を行 っ た ．調査期 間 は 2001年 5 月 5 日 か

ら 5 月 20 日で あ る ，調査方 法 は 郵送 法で ，配布数

657 に 対 し，回収数は ユ87 で あ っ た．「同 一・
会社 の た

め代表回答者 1名」 と記 され て い る もの や
．一
部未記入

の もの等 を分析対象外 と した の で 有効サ ン プ ル 数は

178 （27．1％ 〉で あ っ た，

　表 1 に有効 回答者 の 業態別人数 を示す．製造業が 全

体 の 73．5％ の 131名 を占 め る ．製造業の 中で も，食

品 46 名 （25．8％ ），化学 25 名 （14．0％），電機 14名

（7，9％ ）の 順 に 多い ．調査対象者に対す る有効 回答者

の 割合 は 低 い が，業態別 の 回答数は概ね同 じような割

合を示 して い た．なお ，こ の調査 に つ い て は，以下，

ACAP 調査 と呼 ぶ ．

　〔2〕 調査内容 と分析方法

　調査 内容は ，「消費者教育」 とい う占葉か らイ メ
ー

ジ され る キ ーワ
ー

ドを ユO 個以内 に 制 限 して 記述 して

もらい ，その うちの 3 個以内を最重要キ
ー

ワ
ー

ドと し

て指摘 して もらうもの で あ る，

　記述 されたキ
ー

ワ
ー

ドは，1人 の 1 キ ーワ ードを 1

個 と し て計算 した，1 つ の 欄 に 記 述 され た文言 中 に 3

個 の キーワードが 含まれ る場合に は 3 分 の 1個 ， 同様

に 2 個 の キ ー
ワ
ードが 含まれ る場合に は 2 分 の 1個 と

分割計算す る こ と で ， 1 人当 た りの 回答が 全体に及ぼ

す影響を最小 限 に した．なお ，キ
ー

ワ
ード として の採

用決定 に当た っ て は，分割で きる もの で も 1 個 の キ ー

ワ
ー

ドで の 記 述が 多数 の 場 合は，分割せ ずに採用す る

こ ととす る．また，消費者教育の 内容を分類の 対象と

す る本研究 で は ，副詞 など，それ自体で は キー
ワ
ード

の 体 をなさない 言葉，教育方法 ・教育対象 ・場所等 を

示す言葉に つ い て は ，原則 と して 除外 して分類 ・整理

する こ ととする．

　以 ヒの ように，収集さ れ た消費者教育キ
ー

ワ
ー

ドを

集計 ・分析す る と と も に，KJ 法に 基 づ き図 式化 し，

先に実施した消費者教育専 門家調査結果との 比較 ・検

討 を行 っ た ．

　3．研究結果 と考察

　 1：：ゴ1 消費者教育キー
ワ
ード

　消費者教育キ
ー

ワ
ー

ドを 10個 以内 に制限 した 場合

の 回答者 178 名に よ る 回答総数 は 1，079個 で ，1 人平

均 6．06 個 （中央値 6，最頻値 10，標準偏差 2．72，最

小値 L 最大値 10） で あ る．3個 以 内に制限 し た場合

で は ，回答総 数 370個，1人平均 2．08個 （中央値 3，

最頻値 3，標準偏 差 1．29，最小値 0，最大値 3） で あ

る ．表 2 に ，10 個以内 の 場合と 3 個以内 の 場合 に 分

けて ，消費者教育 キ ー
ワ
ード を 30 位まで示す．

　10個以内，3 個以内の い ずれ の 場合 にも，5位 まで

に 「自己責任」 「権利 と義務」「判 断力 1 「安全」 の 4

キ
ー

ワ
ー

ドが占 め ，1 位と 3 位は ともに 「自己責任」

「権利 と 義務」 で あ っ た．他 に 1D個 以内 の 2 位 に 「契

約」，3 個 以 内の 5 位 に 「環境」 が み られ た．「判断力」

が IO個 以内 で は 4 位で あ っ た が ，3 個以 内で は 2 位

に ，「契約」 が 同様に 2位 か ら 7位 へ 移 る形 と な っ た．

　 「権利 と 義務 1 は ， 2 つ の単語 を含むが， 2 つ の 語

を合 わ せ て キ ーワ ードと し て採用 した ．「権利 と義務」

と い う言い 回 し を用 い て ，補 い 合 う関係 と して と ら え

て 回答 した もの が 14個 と最 も多か っ た か ら で ある ，

42 （878）
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表 2．消費者教育 キ
ー

ワ
ー

ド

キ ーワード数

順 位

10個 以 内 の 場合

　　 〔ノV＝1，079） 順 位

3個 以 内の 場合

　　 （rv・＝370）

123456789011145678800234567899　

　

　

　

　

　

　

　

　

111111

上

l1122222222222

自 己責任 （46．5）

契約 〔34，0）

権利 と義務 〔33．5）

判断力 （28．O）

安全 （27，5）

商品知識 （24＋ 1／3）

環境 （21十 2／3）

表示 （20．5）

苦情対応 〔20．0｝

自立 （19．5＞

e
一

コ マ
ー

ス （19．0＞

顧客満足 〔19．0）
情報 開 示 （19．0）

環境 問題 （18．0）

消費者　（17＋ 2／3）

情 報 提 供 （15＋ 1／3）
情 報 公 開 （15．0＞

双方向 コ ミュ ニ ケーシ ョ ン Cl4．5）
衛生 （14．5）

製造物責任 （14．0）

公平性 （14．0）

品質 （12．0）

説明責任 （lL5 ）

’1青幸艮月又集丿丿　（10．5十 1／3〕

消 費者 被 害 （10．5）

リサ イ クル 〔10十 1／3）

企 業へ の 信頼感 〔10．0｝

商品
・1青報 （9十 2／3）

才肖費者 ↑青幸摂　（9，5）

消費者契約法 （9．5）

1　 自己責任 〔28，5）

2　　半iJ断丿］　（21．0）
3　 権1利 と義務 （16．5）

4　 安全 （13．5）
5 王景境 C上3．0）
6　 顧客満足 （12．O）

7　 契 約 （ll．0＞

8 環 境 問題 （9→−2／3）

9　 情報公開 （9、0）

10　 情報提供 （8，0）
11　　消費者　〔7，5〕

12　 情報開示 （7．0）
12　 双方向 コ ミ ュ ニ ケ

ー
シ ョ ン 〔7．0）

14　 自立 （6．5）
15　 商品知識 （6十 ユ／3）

16　 表示 （6、0）

16　 企 業へ の 信頼感 （6．O）

16　 誠意 （6．O）
19　 使用知識 （5，5＋ 1〆3）

20　　　衛生 　　（5，5）

21　　品質　（5．0）

21　 説明責任 〔5．0）

21　 商品情報 （5．O）

24　 消費者被害 （4，5）
25　 苦情対応 〔4．0）

25　 e
一

コ マ
ー

ス 〔4．0）
25　 お 客様 の 声 〔4．O）
25　 情報発信 （4．0）
25　 情報収集力 〔4．0）
25　 消費者主権 （4．O）

（ ）内 の 数 値は 記述 され た キー
ワ
ード数，

　なお，順位上位か らの 累積数が キ ーワード総数の 5

割以上 に なる の は，10個以内の 場合に は Z9 位 （50．9

％ ），3 個 以 内 の 場 合 に は ユ6位 （50，6％）で あ っ た．

「最重 要 と 思 わ れ る キー
ワ
ー

ドを 3 個以 内 で」 とい う

制限 をつ けた場合の ほ うが T キー
ワ
ー

ドが集 中す る 傾

向が み られ た．ま た ，10 位 まで の キ ー
ワ
ー

ド総 数 は ，

10個以内の 場 合に は 25，5％ で ある．こ れ に 対 して ，

3 個以 内の 場合は 38．7％ で あ っ た ．同様 に 5 位 まで

の キ ー
ワ
ー ド総 数 で は ，1〔〕個 以 内 の 場 合 に は 全体 の

15．7％，3個以内 の 場合 に は，25．0％ で あ っ た．

　10 位 まで の キ
ー

ワ
ー

ドの 中 に は 「
．
商品知識」 「苦情

対応」（10個以内），「顧客満足」 （3個以内）など，平

素消費者 に直接対応 して い る 企業内専門家 の 視点が色

濃 く反 映 さ れ て い る．

　また，10個以内の 5 位，3 個 以 内の 4 位 に 「安全」

が認 め られた． こ れ に つ い て は ，  調 査前に 生 じ た

集団食 中毒や 食品偽装表示 問 題 の 影響，  ACAP 調

査対象者の 25％ 強が 食品製造関係 で あ る こ と が 影響
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判断 力

識

環 境 表 示

権利

　 　 　 　 　 契約

図 1．消費者教育の 主要概念

して い るもの と思 わ れ る．

　吻　消費者教育 キーワードの 体系図 の作成

　回答者 が 記述 した キー
ワ
ードの 集計結果 を，さらに

KJ 法を用 い て，図式化 した．

　図 1 に，消費者教育 キ
ー

ワ
ー

ドを 10個以内に制限

した 場 合 の 主要概念を示す ，LO79個 の 単語 群を KJ

法を用 い て直観的
・
解釈的 に見渡すと 9個の 類似概念

グ ル
ー

プが 設 定 で きた ，各グ ル
ープの うち で最 も頻度

の 高い 単語 に よ っ て ，その グル
ープ を命名する と くギ

要概念 〉 が得ら れ ，各グ ル
ー

プ を構成する諸単語 の 状

況を整理 す る と く下位概念 〉 が得 ら れ た．

　次に消費者教育の ド位概念 につ い て 述 べ る．こ こ で

は，教育，地域格差，地域 コ ミ ュ ニ テ ィ な ど，162キ ー

ワ
ー

ドを除外 し，延べ 1 人以 Lが指摘 した 概念 に 限定

した．つ ま り 1．5個以 上 の 重 み をもつ 消費者教育キ
ー

ワ ードに つ い て 示 して い る ．また，下位概念は，で き

る だけ回答者が挙げたキ
ー

ワ
ー

ドを優先 し て記述す る

よ うに し た が ，適 当なキ
ー

ワ
ー

ドを当 て は め る こ とが

で きな い 場合 に は ，筆者が 分類 ・命名 し，括弧書きの

形で 図 に 示 した ．

　図 2 に ，「判断力」「商品知識」 「表示」「契約」「権

利 と義務」「安全 」「環境」 「苦
昌
「青対 応 」 の 下 位 概 念 を

示 した．

　 「判断力」 は ，「情報判 断力 ・情報収集力」「消費者

情報」「判断力 の 要因」 か ら構成 さ れ て い る と解釈 し，

図式化 した．

　「商品知識」 は，「商品の 使い 方」「商品情報」「知識
・

知恵」 か ら構成 さ れ る ．「表示」 は ，「情報環境」「情

報課題 」「内容」か ら構成 される，つ ま り，外的要 因，

政 治的要因，表示内容 その もの と い え る もの で あ る．

「契約」 の 下位概念は 「対象 ・基準」「取引方法」「購

入 ・消 費」 か ら，「権利 と義務」の 下位概念 は 「消費

者 の 主張」「消費者関連 法」「消費者支援」か ら，「安

全」 の ド位概念は 「衛生」「危機管理」 「先端技術 1
1安 全欠陥」 か ら，また 「環境」 の 下 位概念は，「消費

者行動」「現代社会」「環境問題」「環境配慮型製品」

か ら構成 され る．

　「苦情対応」は，「実務」「理念」「双方向コ ミュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 」か ら構成さ れ る．さ らに ，「苦情対応」は ，

企業 が 消費者 に 対応する こ とを意味す る と こ ろ か ら，

位置を決定 し，両者 を位 置づ け た ．「消費者」 の 下 位

概念に は，消費者側 か らの 「企業 イ メージー1「企業へ

の 提案」「企業 へ の 信頼感」な どが ，対称的 に 「企業」

の 下位概念に は，「お客様 の 声」 などが 挙げられ る．

消費者 と 企 業 に とっ て 注 目す べ き観点をそれ ぞ れ の 枠

の 中 に 当て は め た の で ある ．「実務」と 「理念」 に 関

して は，そ の 関係をわか りや す くす るための 枠 を設け

て 小 した ．「実務」 に は，企 業が消費者 と直接対応す

る と こ ろ か ら，消費者側 の 「行儀」「礼儀 ］と企 業側

の 「丁寧」「誠意」「顧客 の 立場 で 判断」な ど消費者を

意識 した もの が位置づ けられた，一
方，「理念」 に は ，

「JIS　Z　9920苦情対応 マ ネジ メ ン トシ ス テ ム の 指針」

に おい て ，「苦情対応は ，…組織が消費者の 基本的権

利を尊重 しなが ら，…問題解決 に 努 め る もの で あ る．

そ の 問題解決 の た め の 組織は，積極的，か つ ，迅速，

公平 に 活動 を 展開 し，消費者の 声 を経営 に 反映 させ る

必 要が ある」
41・

と記述 が あ る よ うに ，「公平性」 「迅速

性 1「積極性」など，類似 した 概念が 多くみ ら れ た．

　 「判断力」「商品知識」「表示」「苦情対応」 の 下位概

念 に，多 くの 「○○情報」あ る い は 「情報○○」等，

情報発信者 と受信者 を意識 し た もの や 能力 ・技 術 が含

まれ て い る こ とは ACAP 調査 の 特徴を示し て い る，

　 ［自己責任」に は，直接的 な下位概念は み られ なか っ

たもの の ，「苦情対応」の 「顧客満足」 に 近 い と こ ろ

に 位置 し，企業は ，消費者の 自己責任とともに，企業

と 消費者 との 相 互 コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン を期待 し て い る

と捉 え た ．こ の 理解 は ，2003年 6 月の 国民生活 審議

会消費者 政策部会報告
m

が r 消費者 の 位 置づ けを 「保

護」 の 対 象か ら 「自立 し た主体 」に 転換 し，消費者 は ，

市場 に 参画 し，自己責任の 下 で 判断 ・選択 し行動す る

こ と に よ り，積極的 に 自らの 利益 を確保す る よ う行動

する こ とが 必要 で あ る と強調 して い る こ と と重な る．

　 図 3 は ，1．5 個 以 上認 め ら れ た キ ー
ワ
ードを 9 要 素
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図 2，消費者教育 の 下位概念
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環

8

判 断 力 63．0＋ 1’3

示

4、O十 1！3

　 　 　 　 　 　 　 契約 79＿s

　　 図 3．消費者教育の 累積主 要概念

に 当て は め た 際 の 累計数 で，枝分 か れ した 下位概念 の

数 と，主要概念 の 数を合計 した 結果 に基 づ くもの で あ

る．

　表 2 の消費者教育キ
ー

ワ
ー

ド結果 に基 づ く場合に は ，

46．5 個の 「自己責任」，34．0個 の 「契約」，33．5個 の

「権利 と義務」が 上位に ラ ン ク されたが，図 3 の 累計

値 に 基 づ く場 合 で は ， 247．〇＋ 1／3 個の 「苦情対応」

が 1位，98．5＋ 2／3 個 の 「権利 と義務」 が 2位，86．0

個 の 「環境」が 3位 に，84，  ＋ 1／3個 の 「表示」が 4

位 に 順 位づ け られ る こ とが 明らか に な っ た．1位 の

「苦情対応」 は ，2 位か ら 4 位 の 各個数の概ね 3 倍 強

とな っ て い る ．表 2 に 示 した 消費者教育キ ーワード数

よ り明らか に 大 き くな っ て い る の は 「苦情対応」で あ

る． ド位概念に当た る もの も 「苦情対応」 に 関連する

概念が多か っ た こ とを意味 し，消費者教育の 「苦情対

応」をキ
ー

ワ
ー

ドと して重層的に捉えて い る こ とを示

唆 して い る ．

　〔3〕 ACAP 調査 と消費者教 育専 門家 調査 に よ る消

　　　費者教育キー
ワ
ードの 比較

　消費者教育 キ
ー

ワ
ー

ドを 2 つ の 調査で 比較 して み る

と，キ ーワ
ー

ドを 10個以内 と 3個以内 に 制 限 し た場

合 と も に，消 費 者教育専 門 家調査 で は 1 位が 「意思 決

定」で あ っ た の に 対 し，ACAP 調査で は 「自己責任」

で あ っ た．3 位 まで の キ ー
ワ
ードは，消費者教育専門

家調 査 で は ユO 個 以 内，3 個以 内 の い ず れ の 場 合 も

「意 思決定」 「環境」 「消 費者 の 権利 1 で あ っ たが，

ACAP 調査 で は 「自己責任」 「契約」 ［権利 と義務」

（10 個 以 内）と，「自己 責任」「判 断力」「権利 と 義務」

（3個以内） で あ っ た ．

　10位 （3個以 内）まで の キ
ー

ワ
ー

ドを比較す る と，

消 費者教育 専門家 調査で は ，「情報」「悪質商法」「自

立」「リサ イク ル 」「消費者」 「消費者主権」 「価値」

「共 生 」 「市場経済」が み られ た が ，ACAP 調査 で は

こ れ ら は み ら れ な か っ た．「自立」は，消費者教育 専

門家調査で は ，4 位で あ っ たが，ACAP 調査 で は，14

位 へ と順位 が 下 が り，替 わ りに 4 位に 「安全」が入 っ

て い る．消費者教育専門家調査 で は み ら れ なか っ た が

ACAP 調査 で み られ たキ
ー

ワ
ー

ドが ，「昔情対応」

「顧 客満足」 「商品知識」「表示1 「情報公 開」「環境問

題」で ある．

　 ACAP 調査で は，消費者 窓 口 で 実際 に 収 集 し た 具

体的内容か ら導 い た，「消費者 に身に つ け て ほ しい こ

と」「関心 をもっ て ほ し い 点」，企業が 消費者に 「注意

し て い る点」があげ られ て お り，こ うした キ ーワ ード

に集中 して い る こ とが特徴 とい え る，

　図 4 に ，ACAP 調査 と消費者教 育専 門家調査 に よ

る消費者教育 の 主要概念の比較を示す．図 4 は，2 つ

の 調査が比較 で きる 形 に 加工 した もの で あ る
「／1 ．

　消費者教育専門家調査 で は
，
KJ 法 に よ り，「意 思 決

定」「資源管理」「消費者の 権利 」「契約」 「環境」 「情

報」の 主要概念 が 設定さ れ ，「消費者」関連概念が 中

心 に 配置 された．一．．・
方，ACAP 調査で は，「自己責任」

が 位置つ い た． こ の よ うに 中央に位置 する概念は ，

ACAP 調査で は 「自己責任」，消費者教育専門家調査

で は 「消費者」 で ，そ れ ぞ れ の集団が想 い 描 く消費者

教育 を示 して い る ．また，消費者教育専門家調査 で は，

専門家 として，お の ず と体系的に考える 習慣が 認め ら

れ る
一

方，ACAP 調査 で は 「苦情対応」 で 代表 さ れ

る よ うに ，直接的 ・経験的 ・実際的 に 消費者 と関 わ っ

て い る実状が窺わ れ る ，

　 消費者教育専 門家調査 と ACAP 調査 で消費者教 育

の 主要概念 を対比 させ る と，「意思 決定」 に 対 し て

「判断力」，「消費者の 権利」 に対 して 「権利 と義務」

で あ り，強調す る点 が 異 な っ て い る，また 「自己責任」

「安全」「苦情対応」「商 品知識」「表示」 が 要素 と して

類 型化 され て お り，逆 に 「資 源管 理 」 「情報」は み ら

れ なか っ た．消費者教育専 門家調査 に は 主要概念 と し

て 位置 つ い た 「意思 決定」 と い う概念は ，ACAP 調

査が 企業 に 勤め る 人 を対象に して い る ため，彼 らに と っ

て は 経営者 の 意思決定と捉 え ら れ て い る と予想 され る．

従 っ て ，消費者教育専門家調査が重視す る 意味 で の

「意思決定」 は，消費者の 「判断力」 と して 表現 さ れ

て い る と推察さ れ る，「権利 と義務 1 は ，消費者か ら
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　 　 　 　 　 　 　 　 ACAP 調 査 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 消 費者 教 脅由門家 調査

　　　　 図 4．ACAP 調査 と消費者教育専門家調査 に よ る消費者教育主要概念 の 比較

2 つ の 調 査の 消費者教育主 要概念 を 白分率で 示 した．消費者教 育専 門家 調査 の 出典は ，近 藤　恵，山本 紀

久 了
．．御船 美智子 ： 日本型消費者教育 にお け る概 念編 成上 の 課題一

日 本消費者教育学会関 東支部 会員 調 査

を手が か りと して
一，国民生活研 究，41 （4），22 （2002）．

の 厳 しい 注文 に 日常的に対応 し て い る実務家 と して ，

権利 と義務を く対〉表現する こ と に よ りバ ラ ン ス の と

れ た 消費者で あ る こ とを強調 したい とい う意図 が ある

と思 わ れる，　
・
方，消費者 と企業に対 して 中立的 、Z場 ，

あ る い は コ ン シ ュ マ ーリ ズ ム の 立 場 に 立 つ 者か ら構成

され て い る集団 で ある 消費者教 育専 門家調査 で は，

「消費者 の 権利」 と表現 され，〈義務や責任〉 に対 して

く権利 〉 が優先 され て い る構図 に な っ て い る．

　消費者教育専 門家調査 で は 下位概念で あ っ た 「表示」

と 「商 品知識」が ，ACAP 調査 で は ，主要概 念に な

る ほ どに数が 多い ．こ の 理由 として消費者の 理解を得

る ため の手段 と して ，企業が表示や 商品知識 を重視 し

て い る こ と が考え られ る．さ ら に，企業の 消 費者対応

に 従事す る 人 が 多い ACAP 調査 で 「苦情対応」が 主

要概念と して 抽 出 された こ とが特徴で あ る ．

　「安全」が ACAP 調査で 主要概念としてあげられ て

い る，無許可 食品添加物，食品表示 の 偽装，牛海綿状

脳症 （BSE ）の 発 生等，企 業 が 安全性 を確保 で きなか っ

た問題 が 多発 し，消費者側が安全意識を高め た こ とに

対応 し ア ピー
ル せ ざる を得 ない と考え た 結 果 と 思 わ れ

る ．

　「契約」 と 「環境」に つ い て は ，2 つ の 調査 で 共通

して キ要概念 に抽出 され た．こ れ ら は，消費者教育専

門家調査 と ACAP 調査 の 対 象者 が と もに ，消 費者教

育 の 内容と して 最低限必要 な 教育内容 と 思 っ て い る か

らと推察で きる．しか し，下 位概念 で は，違い が み ら

れ た ．「契約」 の ド位概念 と して ，消費者教育専門家

調査 で は 「企業」「問題商法」「市場経済」があげ られ

る の に 対 して ，ACAP 調査 で は 「対象 ・基準」「取引

方法」 「購入
・
消費」 があげ られ て お り，「市場」や

「市場経済」は 認 め られ なか っ た．両調査 で 「環境」

の 下位 概念と して 「消費者行動」「環境問題」 があげ

られ，さ ら に ［環境社会」 「現代社 会」 とい う類似 が

み られ る，そ の
一

方，消費者教育専 門 家調査 で の 「環

境機能」 とACAP 調 査 で の 「環境配慮型製品」 とい

う違い がみ られた，消費者教育専門家調査で は 「環境

資源」「天然資源」「代替資源 亅等，資源 と して ，一
般

的に捉 え て い る の に 対 して ，ACAP 調査 で は エ コ 商

品などの 環境配慮型製品へ の 転換が 企業の 使命 で あ る

と考え られ て い る．

　「権利 と義務」に つ い て は ，両調査 で 「消費者 関連

法」 と 「消費者支援」 が 共通 して い る もの の ，消費者

教育専 門家調査 で は ，下位概念として 「消費者保護」

「消費者 問題」 「消費者 運動」 を含む の に対 し て ，

ACAP 調査 で は ，「消費者 の 主張 1「消 費者 卞 権」 が

み ら れ る こ と に特徴が ある．

　4．結 　　論

　消費者教育の 体 系化研 究 の
一

環 として ，企業の消費

者相談業務者が描 く消費者教育 の 全体像 を捉え，消費

（883） 47

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan society of Home Economics

NII-Electronic Library Service

Japan 　sooiety 　of 　Home 　Eoonomios

凵本家政学会誌　Vol．55　No．11 （2004｝

者教育専 門 家調査 と 比較 ・検討 した，そ の 結果，以 ド

の 知見が 得られた。

　1）　ACAP 調査に お い て ，消 費者教育キ ーワ ード

を 10 個 以 内 に制限 した 場合，上位 5位 は，「自己責任」

「契約」［権利 と義務」「判断力」「安全」で あ っ た．

　2｝　ACAP 調査が 描 く消費者教育の 全体像は，「自

己責任」 とい う概念 を中心 と し て ，「判断力」「商 品知

識」「表示」「苦情対応」「契約」「権利 と義務」「環境」

「安全」 の 9 要素 か ら な る と解釈 され た．さ ら に ，「苦

情対応」の もとに 「消費者」 と 「企業」が配置 され る

関係と して 類型化された．

　3）　また
， 要素 と し て は 明示 しない もの の ，ACAP

調査 で は，「○○情報」「情報○○」が多く含まれ て い

る 点に特徴が あ る こ とが明 らか に な っ た ．

　 4）　 ACAP 調査 の 消費者教 育 キ
ー

ワ
ー

ドで は ，

「自己責任」「契約」「権利 と義務」が上位 で あ っ た が ，

1．5個以上 の 重 み を もつ キ ー
ワ
ー ドを 9 要素 に 当 て は

め た 累計数で は 「苦情対応」「権利 と義務」「環境」が

上位 に くる，また ，「苦情対応」 の 「消 費者」 と 「企

業」 とそ の 下位概念の数を除 い て も，「苦情対応」 は

1位を占めた．

　 5）　「自立」は．キ
ー

ワ
ー

ドを 10 個 以 内 と 3個以内

に 制限 した場合，消費者教育専門家調査 で は ，い ずれ

も 4 位 で あ っ た が ，ACAP 調査 で は 10位 ．14位 と順

位が下が り，替わ りに 5位 ，4 位に 「安全」が くる こ

と が 認 め られ た．

　6）　消費者教 育専門 家調査 と 比較する と，ACAP

調査 に は ，「資源管理 」が み られない ．そ して 「意思

決定」は 「判 断力」，「消費者の 権利」は 「権利 と義務 亅

と表現 され る など，強調す る点 が 異な っ て い る ．さ ら

に，「自己責任」「安全 」「苦情対応 」「商品知識 」「表

示」が要素 と して 類 型化 さ れ た ．

　 7）　消費者教育専 門家調査で は，「消費者の 権利」

と単独で 記述 された もの が 多い の に対 し て ，ACAP

調査で は 「権利 と義務」 とい う表現 に よ り，補 い 合う

関係 と して捉え ら れ て い る．

　8） ACAP 調査 で は，「苦情対応」が消費者対応 の

一一
部 で ある と位 置 づ け ら れ て い る 点は，2000年制定

の 『JIS　Z　9920苦情対応 マ ネ ジ メ ン ト』と合致 す る．

また，「苦情対応」を通 して の 消 費者教育 を意識 し た

もの で ，消費者教育を狭義 に捉 え て い る と思 われ る ．

　9） ACAP 調査で は，「自己責任」を重視すべ きキ ー

ワ
ー

ドとして 上位 に あげた点に特徴が み られた．企業

側 ，消費者側，あ る い は企業側 と消費者側 の 両者を意

識 して の もの か ，さ ら な る検討が必要 と思われ る．し

か し，国民生活審議会消費者政策部会報告
e ／

が，消費

者 の位置 づ けを 「保護」 の 対象か ら 「自立 した 主体」

に 転換 し．消費者は，市場に参画 し，自己責任 の 下 で

判断 ・選択 し， 積極的 に 自ら の利益を確保する よ う行

動す る こ とが必 要 で ある と強調 して い る こ と と 重な る．

　最後 に，本調査 に ご 協力 くだ さ い ま し た ACAP 事

務局，回答者 の 皆様に深 く感謝申しあげ ます．
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